
議案第１０９号 

 

新座市建築基準法等関係手数料条例の一部を改正する条例 

 

新座市建築基準法等関係手数料条例（令和２年新座市条例第１号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正

後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 



改 正 後 

 

別表第４（第２条関係） 

都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料 

名称 手数料を徴収する事務 金額 

低炭素

建築物

新築等

計画認

定申請

手数料 

［略］ 次に掲げる額を合算した額 

ア 低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促進に

関する法律第５４条第１項各号に掲げる基準に適合し

ていることを示す書類又はこれに類する書類として市

長が別に定めるものが提出された場合 

  ［略］ 

  住宅用途を含む建築物の住戸部分 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 申請に係る一の建築物の住戸数（以下この項に 

おいて「住戸数」という。）が１戸のもの 

５，０００円 

ｂ 住 戸 数 が １ 戸 を 超 え ５ 戸 以 下 の も の 

１０，０００円 

ｃ 住 戸 数 が ５ 戸 を 超 え １ ０ 戸 以 下 の も の 

１８，０００円 

ｄ 住戸数が１０戸を超え２５戸以下のもの 

３１，０００円 

ｅ 住戸数が２５戸を超え５０戸以下のもの 

５２，０００円 

ｆ 住戸数が５０戸を超え１００戸以下のもの 

９４，０００円 

ｇ 住戸数が１００戸を超え２００戸以下のもの 

１４９，０００円 

ｈ 住戸数が２００戸を超え３００戸以下のもの 

１８８，０００円 

ｉ 住 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る も の 

２０１，０００円 

  住宅用途を含む建築物（住戸部分を除く。）及び

非住宅建築物 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以下のもの 

１０，０００円 

 

 

ｂ～ｇ ［略］ 

イ ア以外の場合 

  ［略］ 

  住宅用途を含む建築物の住戸部分 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 住戸数が１戸のもの ３８，０００円 

ｂ 住 戸 数 が １ 戸 を 超 え ５ 戸 以 下 の も の 

６６，０００円 

ｃ 住 戸 数 が ５ 戸 を 超 え １ ０ 戸 以 下 の も の 

９６，０００円 

ｄ 住戸数が１０戸を超え２５戸以下のもの 

１４０，０００円 



改 正 前 

 

別表第４（第２条関係） 

都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料 

名称 手数料を徴収する事務 金額 

低炭素

建築物

新築等

計画認

定申請

手数料 

［略］ 次に掲げる額を合算した額 

ア 低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促進に

関する法律第５４条第１項各号に掲げる基準に適合し

ていることを示す書類又はこれに類する書類として市

長が別に定めるものが提出された場合 

  ［略］ 

  住宅用途を含む建築物の住戸部分 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 申請に係る一の建築物の住戸のうち同時に申請

された住戸の合計数（以下この項において「申請

住戸数」という。）が１戸のもの ５，０００円 

ｂ 申請住戸数が１戸を超え５戸以下のもの 

１０，０００円 

ｃ 申請住戸数が５戸を超え１０戸以下のもの 

１８，０００円 

ｄ 申請住戸数が１０戸を超え２５戸以下のもの 

３１，０００円 

ｅ 申請住戸数が２５戸を超え５０戸以下のもの 

５２，０００円 

ｆ 申請住戸数が５０戸を超え１００戸以下のもの 

 ９４，０００円 

ｇ 申請住戸数が１００戸を超え２００戸以下のも

の １４９，０００円 

ｈ 申請住戸数が２００戸を超え３００戸以下のも

の １８８，０００円 

ｉ 申 請 住 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る も の 

２０１，０００円 

  住宅用途を含む建築物（住戸部分を除く。）及び

非住宅建築物 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ａ 床面積の合計（市長が別に定める建築物につい

ては、共同住宅の共用部分の床面積を除く。ア 

において同じ。）が３００平方メートル以下のも

の １０，０００円 

ｂ～ｇ ［略］ 

イ ア以外の場合 

  ［略］ 

  住宅用途を含む建築物の住戸部分 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 申請住戸数が１戸のもの ３８，０００円 

ｂ 申請住戸数が１戸を超え５戸以下のもの 

６６，０００円 

ｃ 申請住戸数が５戸を超え１０戸以下のもの 

９６，０００円 

ｄ 申請住戸数が１０戸を超え２５戸以下のもの 

１４０，０００円 



ｅ 住戸数が２５戸を超え５０戸以下のもの 

２０３，０００円 

ｆ 住戸数が５０戸を超え１００戸以下のもの 

３０１，０００円 

ｇ 住戸数が１００戸を超え２００戸以下のもの 

４１１，０００円 

ｈ 住戸数が２００戸を超え３００戸以下のもの 

５３９，０００円 

ｉ 住 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る も の 

６３３，０００円 

  共同住宅の共用部分 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

 

ａ～ｇ ［略］ 

 ・  ［略］ 

［略］ 

低炭素

建築物

新築等

計画変

更認定

申請手

数料 

［略］ 次に掲げる額を合算した額 

ア 変更後の低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化

の促進に関する法律第５４条第１項各号に掲げる基準

に適合していることを示す書類又はこれに類する書類

として市長が別に定めるものが提出された場合 

  ［略］ 

  住宅用途を含む建築物の住戸部分 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 申請に係る一の建築物の住戸数（以下この項に 

おいて「住戸数」という。）が１戸のもの 

２，５００円 

ｂ 住 戸 数 が １ 戸 を 超 え ５ 戸 以 下 の も の 

５，０００円 

ｃ 住 戸 数 が ５ 戸 を 超 え １ ０ 戸 以 下 の も の 

９，０００円 

ｄ 住戸数が１０戸を超え２５戸以下のもの 

１５，５００円 

ｅ 住戸数が２５戸を超え５０戸以下のもの 

２６，０００円 

ｆ 住戸数が５０戸を超え１００戸以下のもの 

４７，０００円 

ｇ 住戸数が１００戸を超え２００戸以下のもの 

７４，５００円 

ｈ 住戸数が２００戸を超え３００戸以下のもの 

９４，０００円 

ｉ 住 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る も の 

１００，５００円 

  住宅用途を含む建築物（住戸部分を除く。）及び

非住宅建築物 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ａ 床面積の合計が３００平方メートル以下のもの 

５，０００円 

 

 

ｂ～ｇ ［略］ 



ｅ 申請住戸数が２５戸を超え５０戸以下のもの 

２０３，０００円 

ｆ 申請住戸数が５０戸を超え１００戸以下のもの 

３０１，０００円 

ｇ 申請住戸数が１００戸を超え２００戸以下のも

の ４１１，０００円 

ｈ 申請住戸数が２００戸を超え３００戸以下のも

の ５３９，０００円 

ｉ 申 請 住 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る も の 

６３３，０００円 

  共同住宅（市長が別に定めるものを除く。）の共

用部分 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ａ～ｇ ［略］ 

 ・  ［略］ 

［略］ 

低炭素

建築物

新築等

計画変

更認定

申請手

数料 

［略］ 次に掲げる額を合算した額 

ア 変更後の低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化

の促進に関する法律第５４条第１項各号に掲げる基準

に適合していることを示す書類又はこれに類する書類

として市長が別に定めるものが提出された場合 

  ［略］ 

  住宅用途を含む建築物の住戸部分 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 申請に係る一の建築物の住戸のうち同時に申請

された住戸の合計数（以下この項において「申請

住戸数」という。）が１戸のもの ２，５００円 

ｂ 申請住戸数が１戸を超え５戸以下のもの 

５，０００円 

ｃ 申請住戸数が５戸を超え１０戸以下のもの 

９，０００円 

ｄ 申請住戸数が１０戸を超え２５戸以下のもの 

１５，５００円 

ｅ 申請住戸数が２５戸を超え５０戸以下のもの 

２６，０００円 

ｆ 申請住戸数が５０戸を超え１００戸以下のもの

４７，０００円 

ｇ 申請住戸数が１００戸を超え２００戸以下のも

の ７４，５００円 

ｈ 申請住戸数が２００戸を超え３００戸以下のも

の ９４，０００円 

ｉ 申 請 住 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る も の 

１００，５００円 

  住宅用途を含む建築物（住戸部分を除く。）及び

非住宅建築物 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ａ 床面積の合計（市長が別に定める建築物につい

ては、共同住宅の共用部分の床面積を除く。ア 

において同じ。）が３００平方メートル以下のも

の ５，０００円 

ｂ～ｇ ［略］ 



イ ア以外の場合 

  ［略］ 

  住宅用途を含む建築物の住戸部分 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 住戸数が１戸のもの １９，０００円 

ｂ 住 戸 数 が １ 戸 を 超 え ５ 戸 以 下 の も の 

３３，０００円 

ｃ 住 戸 数 が ５ 戸 を 超 え １ ０ 戸 以 下 の も の 

４８，０００円 

ｄ 住戸数が１０戸を超え２５戸以下のもの 

７０，０００円 

ｅ 住戸数が２５戸を超え５０戸以下のもの 

１０１，５００円 

ｆ 住戸数が５０戸を超え１００戸以下のもの 

１５０，５００円 

ｇ 住戸数が１００戸を超え２００戸以下のもの 

２０５，５００円 

ｈ 住戸数が２００戸を超え３００戸以下のもの 

２６９，５００円 

ｉ 住 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る も の 

３１６，５００円 

  共同住宅の共用部分 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額 

 

ａ～ｇ ［略］ 

 ・  ［略］ 

［略］ 
 

 

 



イ ア以外の場合 

  ［略］ 

  住宅用途を含む建築物の住戸部分 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定める額 

ａ 申請住戸数が１戸のもの １９，０００円 

ｂ 申請住戸数が１戸を超え５戸以下のもの 

３３，０００円 

ｃ 申請住戸数が５戸を超え１０戸以下のもの 

４８，０００円 

ｄ 申請住戸数が１０戸を超え２５戸以下のもの 

７０，０００円 

ｅ 申請住戸数が２５戸を超え５０戸以下のもの 

１０１，５００円 

ｆ 申請住戸数が５０戸を超え１００戸以下のもの 

１５０，５００円 

ｇ 申請住戸数が１００戸を超え２００戸以下のも

の ２０５，５００円 

ｈ 申請住戸数が２００戸を超え３００戸以下のも

の ２６９，５００円 

ｉ 申 請 住 戸 数 が ３ ０ ０ 戸 を 超 え る も の 

３１６，５００円 

  共同住宅（市長が別に定めるものを除く。）の共

用部分 次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ａ～ｇ ［略］ 

 ・  ［略］ 

［略］ 
 

 

 



   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則の一部を改正する省令（令和４

年国土交通省令第６８号）附則第２項及び第４項の規定によりなお従前の例に

よることとされる同令による改正前の都市の低炭素化の促進に関する法律施行

規則（平成２４年国土交通省令第８６号）別記様式第７による変更の認定の申

請に係る改正後の新座市建築基準法等関係手数料条例別表第４低炭素建築物新 

築等計画変更認定申請手数料の項の規定の適用については、同項中「の住戸数」 

とあるのは「の住戸のうち同時に申請された住戸の合計数」と、「「住戸数」

とあるのは「「申請住戸数」と、「住戸数が」とあるのは「申請住戸数が」と

する。 

３ 市長が別に定める建築物に係る改正後の新座市建築基準法等関係手数料条例

別表第４低炭素建築物新築等計画変更認定申請手数料の項の規定の適用につい

ては、同項中「が３００平方メートル以下のもの ５，０００円」とあるのは

「（市長が別に定める建築物については、共同住宅の共用部分の床面積を除く。

ア において同じ。）が３００平方メートル以下のもの ５，０００円」と、

「共同住宅」とあるのは「共同住宅（市長が別に定めるものを除く。）」とす

る。 

 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

新座市長 並 木  傑 

 

 

   提 案 理 由 

都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則等の一部改正に伴い、所要の規定

の整備を図りたいので、この案を提出するものである。 

 


